
PDF issue: 2024-10-06

日系多国籍企業のフィージビリティ・スタ
ディ : 対米直接投資に関する実態調査と仮
説の抽出

HORAGUCHI, Haruo / 洞口, 治夫

(出版者 / Publisher)
法政大学経営学会

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
経営志林 / The Hosei journal of business

(巻 / Volume)
35

(号 / Number)
1

(開始ページ / Start Page)
35

(終了ページ / End Page)
60

(発行年 / Year)
1998-04-30
(URL)
https://doi.org/10.15002/00003454



3５ 

曰系多国籍企業のフイージピリテイ・スタデイ
ー対米直接投資に関する実態調査と仮説の抽出一

洞口治夫

ざは事業の見通しを得るうえで重要な役割を果た

すと考えられる。しかし，将来予測を行うことは

新規事業に限らず困難な課題である。その困難さ

が，経営理論上いかなる意味を持つものであるか

は，本研究の目的を述べたのち再度詳しく論ずる

ことにしたい。本研究における質問調査項目の設

計は，その点を意識したものとなっているからで

ある。

調査の目的は，概略以下のようなものである。

第一に，アメリカでの事業活動を計画すること

目体に，どれほどのコストと時間が必要であるか

を認識することの意味は大きい。1980年代以降，

アメリカで活動する日系企業が増加する一方で，

その収益性の低さ，撤退比率の高さを指摘する研

究は多い(2)。1995年には松下電器がＭＣＡ株式を

カナダの企業シーグラムに譲渡し(3)，大和銀行の

アメリカ国内業務停止(い，また，三菱地所のロッ

クフェラー．センター経営難(5)などの事例が報

道されたが，それらは日本企業がアメリカで経営

を継続していくことの困難さを象徴する，いわば

氷山の一角にすぎないのかもしれない(`)。アメリ

カは，今後とも日本企業にとって重要な市場であ

り，生産拠点であり続けるであろうが，たとえば；

今後新たに対米直接投資を計画し実施しようとす

る中小企業にとって，計画それ自体のコストを知っ

ておくことは，無計画な海外進出に歯止めをかけ

る効果をもたらすであろう。

第二に，海外直接投資の撤退を経験した日本企

業の多くが，ＦＳの不足をその理由として挙げて

いるという事実がある(7)。どのようなＦＳの方法

を採用すれば操業時点での業績が良くなるか，と

いう論点についての回答を企業から得ることは，

今後，海外に進出する日本企業にとっての指針と

なる側面があるかもしれない。

第三に，ＦＳの意義は，個々の企業にとって，

はじめに

１．フィージビリティ・スタディの理論

ａ・理論の基礎：限定された合理性

ｂ・予測による学習：時間と空間

ｃ・調査を通じた現地での経験：暗黙知の獲

得

。、文章化：暗黙知から伝達・保存可能な知

識へ

ｅ・反証と困惑

ｆ・推定と知の高度化

２．調査の方法

３．調査結果の集計

４．若干の統計的検定

要約と含意

はじめに

フィージビリティ．スタディ（feasibilitystu‐

｡y，以下ＦＳと略記）とは，「企業化調査」ない

し「事業可能性調査」と訳されるが，個別企業が

新規事業を開始するため，事前にその収益性を調

査することを意味する。海外進出を行うに際して

ＦＳをいかに行うかについては，いくつかの「手

引き書」や「マニュアル」が出版されている(1)。

しかし，日本企業が現実に採用しているＦＳがい

かなるものであり，どのような共通した特徴を備

えているのか，という論点を明らかにするための

実態調査は従来行われてこなかったと思われる。

ＦＳは，個々の企業が新規事業を立ち上げる|環

に，その将来の収益性を調査にもとづいて予測す

ることであるから，損益計算襟や貸借対照表のよ

うに，すべての企業に共通する確定的なフォーマッ

トが存在するものではない。ＦＳの方法は，個別

の企業，あるいは，個々の担当者が有する知的な

ノウハウに属するものであり，その先進性や正確
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将来の市場動向を予測することにとどまるもので

はないことを示したい。ＰＳをどれほど周到に行

おうとも，将来を完全に予測することはできない

のだが，「予測をする」という知的活動が予測者

である事業の立ち上げ責任者や企業組織の構成員

に与える影響は，いくつか考えられる。

以下，第１節では，ＦＳの意義について論ずる゜

それは，本調査の理論的意義を明確にすることに

ほかならないが，それこそがＦＳの担当者にとっ

て明示的に理解されるべき重要な論点であろうと

思われるからである。第２節では，調査の方法を

説明し，第３節では，その集計結果をまとめる。

第４節では，若干の統計的分析を行い，むすびと

して今後の研究課題をまとめる。

従来の数理経済モデルをサーベイしたのち，自ら

1つの定理を証明している。洞口の提示する「限

定された合理性」のモデルによれば，その定理と

して「純粋戦略ではナッシュ均衡が情報処理費用

の意味でイテレイテッド・ドミナンスよりも情報

効率的である」ことが示される。

洞口［1996］は，定理の意味を直観的に説明す

るために，次のような例を挙げている。

「例２．質問１．Ａ国には３社の自動車製造

メーカーが存在する。各製造メーカーには，１０

車種の異なる乗用車モデルを所有している。す

べての製造メーカーが，Ｂ国に工場を設立する

ことに決定した。各企業は，新たに設立される

工場で，どのモデルを製造するべきか決定しよ

うとしている。Ｂ国全体でみたときに，いくつ

の異なる乗用車生産戦略の組み合わせが得られ

るか。

質問２．乗用車製造メーカーのうちのl社は，

異なった製品の組み合わせに応じて，工場設立

にともなう収益性を評価する必要がある。コン

ピューター・プログラムを使うと，それぞれの

異なった製品ラインの組み合わせについて，収

益性のシミュレーションをするのに0.1秒かか

る。すべての可能な計画の実行可能性を評価す

るのに何日かかるか。

答え．質問1.1,070,599,167通り

質''112.1239,11日（３年と144日)｣('０）

1．フィージビリティ・スタディの理論

ａ，理論の基礎：限定された合理性

在外子会社の設立(8)に先だって，ＦＳを行うこ

とに，どのような意味があるだろうか。ＦＳの担

当者は，自らの予測がはずれることを知りながら

も，あえて予測を作成している(9)。また，ほとん

どの場合，ＦＳによって予測した数値は内部資料

であって，企業外部に公表することを前提として

行っているのではない。不可能であることを知り

ながら将来予測を行っているという事実は，どの

ように説明されうるであろうか。

将来設立する子会社の行動予測が不可能なのは，

組織の内部に情報処理能力の限界が存在し，「外

生的ショック」に対して最適な組織のあり方を将

来にわたって見通すことが不可能であるからに他

ならない。財・サービスの生産プロセスにおける

革新，天候や天変地異による需要変動，政府．企

業の行ってきた違法行為の発覚とそれに伴う業務

停止など，「外生的ショック」とみなされるべき

影響は，数多く存在する。それらは予測不可能で

あると同時に，対応すべき状況を計算不可能で

ある。

こうした要因についての`情報処理能力の限界は，

サイモン（Simon，［1945Ｄによって提示された

｢限定された合理性」の概念によって説明されて

きた。洞口（Horaguchill996Dは，オートマ

トン．モデルなど「限定された合理性」に関する

寡占的状況のもとで，プレーヤーの数が少なく

とも，また，「外性的ショック」の存在を無視し

たとしても，ゲーム理論上論理的に想定可能な戦

|略の数は天文学的数値に上昇する。通常の経済学

が想定する合理的なプレーヤーであれば，論理的

に可能な戦略のなかから，最適な戦略を選択しな

ければならない。上記の例では，最適戦略の選択

はコンピューター・プログラムによって行われる

と仮定しているが，そのための費用と時間は，我々

の常識をはるかに超えるものとなっているはずで

ある．すなわち，合理的なプレーヤーによる逐次

的な計算プロセスでは，意思決定を下すことは，

事実上できないはずである(１１１。

洞口［1996］が定理として導いた「純粋戦略で
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'よナッシュ均衡が情報処理費用の意味でイテレイ

テッド・ドミナンスよりも情報効率的である」こ

との意味を平明に述べるならば；イテレイテッド・

ドミナンスは，コンピューター・プログラムによっ

て「すべての場合の数」を計算しつくす行動に例

えることができ，ナッシュ均衡は，よりヒューリ

スティックな，たとえばフオーカル・ポイントの

ようにアド・ホックに行動を選択することが均衡

になるケースに例えることができる。

フォーカル・ポイントがいかに形成されるか，

そのプロセスが理解できれば，経済行動における

競争の結果として入手できる様々なデータに，新

たな理解を付加することができるかもしれない。

シェリング（Schelling，［1960]）の有名なフオー

カル・ポイントの例であるニューヨークでの待ち

合わせのケース（56ページ）が，ナッシュ均衡に

なっていることは重要である。すなわち，戦略空

間が連続であり，その数が無限大であるようなケー

スであっても，比較的低い情報処理費用によって

ナッシュ均衡に到達することは可能であることが

示唆されている。

その条件を示せば，以下の二点が挙げられる。

第一に，上述した例からの類推として，自らの

行動パターンを複雑に捉えないこと，また，その

仮定が相手プレーヤーにも満たされていると想定

することである。そのためには，逆説的ではある

が，追加的情報によって，考えられる行動パター

ンの数を削減することが，情報処理費用の削減に

とって有効になる。たとえば，上述の例であれば，

自社に10車種乗用車が存在するとしても，その組

み合わせをすべて考える経営者は，希であろうと

各プレーヤーが相互に推測する。そして，たとえ

ば，売上高という別次元のデータによって，乗用

車生産の優先順位をソートして，任意に考察対象

とする車種の数を限定するのが，単純化された行

動パターンであり，その行動パターンは相手企業

にも観察されると仮定する。そうであるとすれば，

上述の例におけるＢ国においては，各社とも３

車種ないし４単極を製造すると考えることによっ

て，想定される「場合の数」は急激に減少する(u)。

第二に，第三者からの情報が各プレーヤーに共

通していることを認識する必要がある。企業行動

に参加するプレーヤーは「囚人」ではないのであ

り，情報の獲得が隔絶されていると仮定すること

はできない。政府，業界団体，マスコミュニケー

ション媒体から，同じ情報を得るプレーヤー達は，

同じ行動を選択する条件を備えることになるであ

ろう。海外直接投資の時間的同時性を，「防衛的

投資」と捉えるバンドワゴン効果の存在は，長く

認識されているが，その本質は，市場を「防衛」

することにあるのではなく，情報入手の同時性に

あると考えるべきであるかもれしない。

「限定された合理性」の概念を適用する際に，

情報処理費用が十分に高いという理論的条件が満

たされている必要があるが，ＦＳでは，その条件

は満たされているように思われる。以下で，やや

詳しくＦＳの具体的側面に即して適用可能な理論

を模索したい。鍵となる問題は，「限定された合

理性」という概念における「限定」がいかに形成

されるか，である。以下の論述に際しては第１図

を参照されたい。

ｂ・予測による学習：時間と空間

予測を行うことの第一の意義は，予測者自身がＪ

予測のプロセスにおいて市場への理解を深めるで

あろう，という点に求められる。もちろん，市場

への理解がただちに予測を確実にするものではな

い。しかし，将来の不確実なできごとに対して，

過去の行動パターンを参考にして，より適切な対

応を選択することが可能になるのである。

たとえば，「アメリカ，マサチューセッツ州ケ

ンブリッジでは，過去５年間，年あたり平均４日

間は豪雪注意報によって学校・企業の活動が停止

した」というデータは，来年度の豪雪注意警報発

令日数の予測根拠としては薄弱である。しかし，

そのデータを知っておくことによって，年間労働

日のうちの約２％は雪で失われるかもしれないこ

と，日系企業だけが豪雪のなかで操業を続けるな

らばアメリカ社会の反発を買うであろうことを理

解することができるであろう。

予測を行うことの第二の意義として，予測者が，

予測のプロセスにおいてビジネス・チャンスを発

見するかもしれない，という可能性を指摘できる。

たとえば，「アメリカ・マサチューセッツ州ケン

ブリッジの交通信号のランプは，１０個に－つの割

合で故障しており点灯していない」というデータ
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が得られたとき，その事実は，多くの企業にとっ

ては不必要なデータであろう。しかし，交通信号

のランプを保護するための冬季暖房設備を製作し

ているメーカーにとっては，重要なマーケティン

グ上のデータとなるかもしれない。また，需要の

見積もりを出すためにヒヤリングを行う過程で，

新規顧客が見つかるかもしれない。

ＦＳを行う第三の意義は，ありうる可能性の多

くを捨て去る，という行為を否応なく経過するこ

とであろう。

ＦＳを多数の地域で行うことはできない。時間

とコストがかかりすぎるためである。特定地域を

ＦＳの対象地として限定せざるを得ない。その際，

特定地域への絞り込みは，調査主体の直観にもと

づく。そして，その直観は調査主体の認知度に依

存している。認知度の違いは，どこから生まれる

か。それは，‘情報入手の過程におけるコストの低

さから発生すると考えられる(１３)。情報伝達媒体と

して何が用いられるかは，情報伝達のコストに依

存する。対人接触による情報伝達は，電話よりも

認知度を高めるであろうが，そのための移動コス

トは電話料金よりも高くなる場合も多い。

例を挙げよう。たとえば，アメリカのオハイオ

州とケンタッキー州のどちらが南に位置するか。

各州，最大の都市はどこか。その両都市における

年間降雪日はどちらが多いか。こうした設問には，

アメリカの小学生であれば難なく答えられるかも

しれないが，日本の多国籍企業に勤務する「課長」

にとっては難しい質問かもしれない。しかし，仮

に，その「課長」が，オハイオ州に進出している

ホンダと取引がある会社に勤務しており，アメリ

カへの出張経験が豊富であれば，認知の度合いは

大きく異なってくるであろう。

第１図では，以上の認知プロセスを「①学習」

として示している。無知から，明示的な知識を獲

得するケースである。

ｃ，調査を通じた現地での経験：暗黙知の獲得

学習には，目的がある。言葉の定義上，学習に

は，何を学んでいるかがわかっていることが重要

であろう('4)。また，学習の場合であれば，調査者

はアメリカ東海岸の冬と降雪を体験する必要はな

い。必要なのはデータである。しかし，経験の場

合は必ずしもそうではない｡何を経験したのか，

すべてを数え上げることは通常困難である。学習

が，可算可能な，いわばデジタルな知識の習得を

目指す知的活動であるのに対し，経験は可算不可

能でアナログな体験の記'億を意味している。

経験によって知り得た事実，いわば知恵が企業

活動に直接に役立つとは限らない。たとえば，ア

メリカでは電気料金・電話料金の「銀行振り込み」

という制度がない('5)。電力会社・電話会社から個

人の銀行口座に直接請求が行き，引き落としをす

るというシステムは，日本に固有であって，アメ

リカでは特殊である。周知のとおり，アメリカで

は，銀行の当座預金用のチェック・ブックから，

利用者が毎月チェックを振り出すのである。アメ

リカの制度は，電力利用者が電力会社にチェック

を郵送するという意味で，日本よりも郵便料金の

かかるシステムであるが，この事実を経験的に知っ

たとして，それを企業活動（郵便料金収入増大）

に役立たせるためには，日本の銀行口座利用者の

意識を変化させる，という大きな課題が残される

ことになる。逆に，日本のサービスをアメリカに

持ち込むことによって，チェックの振り出しより

も効率的な電気・電話料金の払い込みシステムが

できあがるかどうかは調査によってはわからない。

存在しないものを創り上げた結果を予想するのは

困難であろう。

暗黙知の概念は，周知のとおりポランニーの造

語である('6)。ポランニーが例として挙げる顔の認

識は，社会制度の認識に共通する部分がある。あ

る人の眼の形を認識することは可能であっても，

それを論理的に説明し尽くすことは困難である。

ＦＳによって調査者が獲得した暗黙知は，事業の

設立に直接に役立つとは限らず，また，役だって

いたとしても，当事者達にその役立ち方が認識さ

れていないかもしれない。

以上の活動プロセスは，第１図において「②経

験」として示されている。

第１図知的活動としての
フィージビリティ・スタディの効果

活動後の状態

活動前の状態
imE 知

暗黙知

明示的な知識

無知

暗愚

⑤困惑

④反証

暗黙知

②経験

禅

⑥推定

明示的な知識

①学習

③文章化

細分化
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。、文章化：暗黙知から伝達・保存可能な知識へ

ＦＳは文章にまとめられる。それは,調査者が

暗黙知として漣得した「知」を組織構成員の間で

共有するためである。その過程は，人間の意識の

なかに確固とした概念を形作り，定義可能．文章

化可能な領域に限定される。文章になることは，

異時点間において保存可能．共有可能になること

を意味する。暗黙知の獲得が，共時的な,性質を持

つことと対照的である。

この知的活動のプロセスは。第１図では「③文

章化」として示されている。

ＦＳについて言えば，この「文章化」の作業は，

関連部署ないし関連した企業に対する説明責任を

果たすために重要であるかもしれない｡また，

ＦＳを行った本人にとっての備忘録という意味を

持つかもしれない。また、文章化に際して，ある

フォーマットが準備されているならば，調査でき

なかった項目，ないし，調査しなかった項目を理

解することができるであろう。

しかしながら，文章化そのものは，暗黙知を豊

かにするものではないであろう。「文章化」のプ

ロセスが，どのような意味で重要であるのか，疑

問点も多い。第一に，ＦＳを行った多国籍企業の

担当者が，在外子会社の責任者として自ら経営に

責任を負う場合，ＦＳの内容を文章化する必要は

ないかもしれない。また，第二に，ＦＳを行った

担当者が，別の経営責任者に文章化されたデータ

を伝達したとしても，暗黙知を伝達することはで

きない。伝達することができるのは，文章化され

たデータの質と還から読みとることのできるＰＳ

担当者の「情熱」であるかもしれない。しかし，

残念なことに，「情熱」は関連部署担当者の説得

のための「根回し」や，ゴルフや観光といった

｢接待」によっても表現可能である。

言い換えるならば，明示的な知識と，暗黙知と

のどちらが，ＦＳの後に創業された多国籍企業の

子会社にとって有効に機能するのか不明であり，

その点について，以下の実証研究に回答を求め

たい。

批判の対象として，組織構成員に意識されること

になる。批判の様式は，二つある。第１図におい

て「④反証」および「⑤困惑」として示されてい

る認識の崩壊過程である。「反証」とは明示的な

知識に対立する事実の提示，「困惑」とは暗黙知

の崩壊を意味している。

すでに，明示的な知識の例として，「アメリカ，

マサチューセッツ州ケンブリッジでは，過去５年

間，年あたり平均４日間は豪雪注意報によって学

校．企業の活動が停止した」というデータの獲得

を挙げた。ＦＳによって上記の事実を明らかにし，

年間労働日数のうち約２％は雪で失われるかもし

れないことを事業計画に織り込んだ企業があった

としよう。この企業が，自ら操業を開始した初年

度，記録的な豪雪によって年間12日間豪雪注意警

報によって操業不可能になったとしよう。その場

合，「明示的な知識」は変更を余儀なくされる。

何年間の移動平均をとるにせよ，「明示的な知識」

と現実とが乖離したことを認めざるを得ない。

暗黙知の例として，日本における「銀行振り込

み」サービスの普及という商品開発の例を挙げた｡

しかし，その日本において，コンビニエンス・ス

トアから電気．電話料金の払い込みが可能となっ

ている状況を観察するならば，「銀行振り込み」

サービスの合理性についての認識は，修正を必要

とする。「銀行振り込み」サービスの意義を説明

することに関心のない人々にとっても，暗黙知が

｢⑤困惑」にさらされることは，十分にありそう

なことである。

ｆ、推定と知の高度化

明示的な，あるいは暗黙の批判にさらされない

場合にも，認識は深まる。対象への働きかけを通

じて獲得した明示的な知を，高度な暗黙知とする

ことは可能である。

第１図には，明示的な知識を基礎として，暗黙

知が獲得される場合として「⑥推定」のプロセス

を示している(１７)。明示的な知識から，暗黙知の獲

得に向かうという認識の過程は，ある仮説を実証

するために研究を進める研究者が，自らの認識す

る仮説では認識不可能な事象を，偶然に発見する

過程に類似している。何が重要であるかについて

の「勘」と言ってもよい。また，日常的には「行

ｅ，反証と困惑

事業活動の開始は，文章として残されたＦＳへ

の批判の役割を果たす。調査担当者は，潜在的な
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間を読む｣，「言葉の裏を読む｣，「データを読む」

等々で表現されるところの「読む」という行為に

近いであろう。

例えば，ＦＳの担当者が，「年間の豪雪注意警報

の日数」についての明示的な知識をもとにアメリ

カのＦＳを進めているときに，「夏の短さ｣，「気

温の低さ｣，「風の冷たさ｣，「にわか雨の多さ｣，

｢空気の乾燥」など，数値化されていない実態を

想像していくプロセスである。もちろん，この推

定にもとづいて，具体的なデータを獲得しようと

することが，「③文章化」のプロセスであり，そ

の二つのプロセスを行き交うことによって，認識

は深まるであろう。

「推定」以外にも，知の高度化には，さらに２

つのパターンが存在する。それは，第２図に「禅」

と名付けて示したように，暗黙知が，より高度の

暗黙知になるケースと，「細分化」と名付けたよ

うに，明示的な知識が，より高度の明示的な知識

として再認識されるケースである。

細分化の事例は，容易であろう。「年間の豪雪

注意報の日数」を「月間」のデータとして示すこ

とによって，明示的な知識は数量的なものとして

豊富になったと主張されうる。

暗黙知を，さらに高度な暗黙知として獲得する

ことが可能か否かには，議論の余地があるかもし

れない。しかし，無知から暗黙知を獲得するプロ

セスを「経験」として名づけたことなどからみれ

ば，それらの補集合として残るのは，「何も経験

せずに，何も学習せずに，何事かを悟る」という

行為であろう。適切な比愉ではないかもしれない

が，それを暗黙知の高度化の事例として端的に表

現するならば，「禅」の行為に近似しているよう

に思われるのである。

なお，論理的にも，また現実にも，無知から出

発した行為者が，無知のままで終わる可能性があ

る。第１図では，そのようなプロセスを「暗愚」

と名づけたが，その事例については省略する。

以下では，上述したＦＳの効果を念頭に置きな

がら，調査結果をまとめたい。

2．調査の方法

本研究では，郵送によるアンケート調査を集計

し，分析した。調査対象は，1991年から1995年に

アメリカで設立された日本企業の子会社336社で

あり，その送付リストとしては東洋経済新報社編

｢海外進出企業総覧・国別編，1995年版」（東洋経

済新報社，1995年）を利用した('8)。調査票の質問

は日本語であり，回答者は，アメリカで勤務する

日本人従業員ないし日本人経営者である。

ＦＳは，多国籍企業の本社によって行われるこ

とは明らかであるが，複数の在外子会社を有する

日本本社に対して進出地域を限定して担当者を特

定化することは，郵送によるアンケートの場合，

必ずしも容易ではない。したがって，進出国を特

定化したサンプルを得る場合には，当該国の子会

社に対して調査票を送付することが有効であると

考えられる。

調査票の配布・回収は，1996年４月１５日から５

月31日にかけて行った。回答企業数は，６２社であ

り，総数336社に対して18.45％にあたる回答率で

あった。質問票の内容は，本稿付表３に掲載した。

３．調査結果の集計

第１表には，ＦＳを実施したか否かを尋ねた結

果と，その場合にアメリカ子会社にＦＳを文書と

して保管しているか否かを尋ねた結果を，クロス

集計した。

ＦＳを実行したとする回答は49件であり，全体

第１表・ＦＳ実施の頻度とＦＳ番類の保管場所

合計

３１ 

２３ 

８ 

６２ 

１００ 

(％） 

50.0 

37.1 

12.9 

１００ 

無回答

０ 

２ 

０ 

２ 

３．２３ 

ＦＳ実行

２９ 

１８ 

２ 

４９ 

79.03 

FＳなし

２ 

３ 

６ 

１１ 

17.74 

アメリカ子会社にＦＳ書類保存

アメリカ子会社にはない

無回答

合計

（％） 
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の79.0％であった。ＦＳを行わなかったという回

答は11件．17.7％，無回答が２件・3.2％であっ

た。無回答でありながら，返送された２件につい

ては，「28年前の会社設立のため，資料がありま

せん｣，「1958年に操業しましたので，その当時の

事は存じません」といった但し書きがつけられて

いた。これは，「海外進出企業総覧・国別編，

1995年版」の設立年に関する記載が誤りであった

可能性と，何らかの形で法人登記は1991年以降に

再度行われていたにもかかわらず，アンケート回

答者にとっては同一企業として認識されている，

という二つの可能性がある。なお，法人登記が再

度行われるケースとして最も多いと考えられるの

は，子会社設立場所の移転である。

第１表に示された，ＦＳを行わなかったとする

11件について，質問票ではその理由を尋ねている

が，それに対する回答は以下のようなものであっ

た。「会社更生法申請会社を購入。不振の理由が

一応はっきりしており，購入価格が設備内容より

格安であった｡」「研究開発専門の100％子会社で

あり，コストプラスαの考え方で収入は確実に得

ることができるため｡」「医薬研究開発業務の特殊

性｡」「当社は，日本本社の北米技術センターであ

り，収益を目標としていない｡」「受注確定済み，

各プロジェクト遂行のために設立｡」「出店の必要

性が明確にあったため｡」「30年以上も前のことで，

親企業の連絡事務所としての必要性からスタート

したため｡」「操業開始が1989年前になるため｡」

｢設立に携わった者が既におりません｡」

第１表には，ＦＳを実行しなかったにもかかわ

らず，アメリカ子会社にＦＳ書類を保存している，

と回答した企業が２件あることが示されている。

その２つの企業担当者からは，詳細な説明が返送

されてきた。一つの企業によれば，「当社は，コ

ンサル．システム開発です。設立後２年なので，

当初は本社を顧客にコストセンターとして運営し

ます。収益目標のＦＳは行いませんでしたが，３

年位にどんな点で本社に役立つかは考え，役員会

を通しました」とある。また，他の一社は，さら

に詳細な説明を添付してあり，アメリカに立地し

たグループ企業３社の資本金，株主，業種，売上，

税引き前利益，従業員数，日本人従業員数を説明

している。その説明には，「当社は，1967年にＱ
電機製品の販売会社として米国に進出したため

FSはやっておりません。…（中略）…又，毎年

３カ年計画を設定していますが，当社の様な小規

模な会社では，日本の他の大会社と異なり社長自

ら設定した為替レートを下に，営業担当副社長及

び管理担当副社長と共に作成しています。つまり

費用はextraにかかって居りません」（会社名は，

引用者が匿名に変更）とある。すなわち，２つの

企業ともに，設立前のＦＳは行っていないが，定

期的な事業予測を行っているという意味で，回答

したものである。

第２表には，ＦＳが重要であると考える理由を

集計した。「重要である｣，とする回答が多かった

のは，「事業を予測する唯一の方法であるため」

59.7％，「日本の親会社内部の関連部署を説得す

るため」51.6％の二つである。逆に「関係なし」

とする回答が多かったのは，「担当者が交替した

ときに会社の概要を伝えるため」53.2％および

｢銀行など社外の関連会社を説得するため」４６．８

第２表・ＦＳが重要である理由

重要

３７ 

59.68 

３２ 

５１．６１ 

７ 

１１．２９ 

２ 

３．２３ 

２８ 

45.16 

やや重要

12 

19.35 

１３ 

20.97 

16 

25.81 

17 

27.42 

18 

29,03 

関係なし

３ 

４．８４ 

７ 

１１`2９ 

29 

46.77 

33 

53.23 

６ 

９．６８ 

無回答

10 

16.13 

10 

16.13 

10 

16.13 

10 

16.13 

10 

16.13 

合計

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

１．事業を予測する唯一の方法であるため

（％） 

２．日本の親会社内部の関連部署を説得するため

（％） 

３．銀行などの社外の関連会社を説得するため

（％） 

４．担当者が交替したときに，会社の概要を伝えるため

（％） 

５．設立したアメリカ子会社の経営目標となるため

（％） 
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％の二つであった。後者のlnl答は，海外拠点の設

立にあたIﾘ，銀行からの借り入れにiI1I:接依存する

企業が少ないことを示唆しているのかもしれない。

すなわち，これは，海外直接投資が企業の内部資

金をＬＩ１心として行われる傾向を示しているのかも

しれない。「担当者が交替したとき」に備えると

いう意味が重要でないという回答が多かったこと

は，前節でまとめた用語法にしたがうならば，

ＦＳにおける「文flf化」の重要性は，さほど認め

られていないことになる。「事業予測」や「関連

部署の説得」の材料としてみると，「経験」ない

し「学習」の重要性が認められているが，それを

｢文章化」して異時点の第三者に伝達することは

重視されていない，と考えられる。

第３表には，ＦＳに要した調盗ｊ９１ｌＩ}1をまとめた。

質問票に記ilijiされた質問を掲げると，「４．澗査

に要した'1時はどの程度ですか。11ﾘ｢統的に行った

場合は，その岐初の時期から鹸終ilMI盃までの期間

をご同答下さい」というものであった。雌も多かっ

たのは，６ケ月以上１年未満で27.4％，次に，３

ケ月以上６ケ月未満・25.8％，３ケⅡ未満・１１．３

％と続く。これら１年未満を合計すると，全体の

64.5％になる。１年以上を我やしたケースは９件，

全体の145％であった。年間のW;婆変動を知るこ

となくＦＳを終了してしまうケースが多いが，そ

の理由は調盗脚Hの高さに求められるかもしれ

ない。

第４表には，ＦＳに要した饗用をまとめた。通

常業務としての支ＩＩＩ部分と出張旅YH等の部分に分

けて回縛を得たが，その両者はほぼlii1じ傾向を示

し，300万１１１から1,000万円を識やした企業が全体

の３劉程度である。第４表における迦常業務と'１｜

張旅費との合計金額については，必ずしもIHI答率

が高くないが，その記載金額をまとめたのが第５

表である。鰯５表から，1990`'二代前半，｛1本企業

がアメリカに進出する際，ＰＳに要した賛１１１は平

均で約2,300万円であったことがわかる。

第３表・ＦＳの調査期間

(９６） 

11.29 

25.81 

27.42 

806 

6.45 

29.97 

１００ 

数
７
６
７
５
４
３
２

二
つ

１
６
 

１
ｌ
１
 

ｆ
 

３ケ月未満

６ケ)１未満

１年未満

２年未満

2年以上

無、答

合計

第５表・通常業務と出張旅費等概算での合計金額

（単位：万円，件，％）

金額件数（％）

2.78 1００ 

250 １２７８ 

２５５６ 500 

600 ４１１－１］ 

２５．５６ 800 

５１３８９ LOOC 

2．７８ 1,200 ］ 

2.78 1,500 １ 

４１Ｌ１１ 1,800 

５１３．８９ 2,000 

１２７８ 2,500 

４１１１１ 3,00Ｃ 

１２．７８ 4,500 

2.78 5.000 １ 

１ 2.78 8,000 

5-56 10,000 ２ 

件数合計３６ 100 

平均金額2,284.7

第４表。ＦＳの費用

通常業務と出張旅費
川張旅費等通幡業務

との合計金額

(96） (％） 件数件数件数（％）

３鵬1９３５ ２ 1４５２ 1２ 300刀｢１１未満

９
 

８ 1２９０ 32.26 30.65 2０ 300万|ＴＩ～1,000万円 1９ 

17-74 ８ ｌ２９Ｃ 、17-74 1,000万｢']～2,000万円 Ⅱ 

17-74 3２２ １１ ２ 6.45 2,000〃円～5,000万円 /Ｉ 

６４５ ４ 3２３ Ｉ 1．６１ 5,000刀円以上 ２ 

4１９４ 1９ 3０６５ 蛎27-42 無回答 1７ 

脇 lＯＣ 6２ 1００ 6２１００．０１ 合計

金額件数（％）

１００2.78 

250１２．７８ 

５００２５．５６ 

６００４１１」1

800２５．５６ 

1,000５１３．８９ 

1,200１２．７８ 

1,500１２．７８ 

1,800４１１，１１ 

2,000５１３．８９ 

2,500１２７８ 

3,000４１Ｌｌｌ 

4,500１２．７８ 

5,000１２．７８ 

8,000１２．７８ 

１(),000２５．５６ 

ｌ|:数合計３６１００

rlz均金額２，２８ ’７ 

300刀｢']未満

3()0万|ＴＩ～1,000万円

1,0()0万|:']～2,000万円

2,000刀円～5,000万円

5,000万円以上

無ＩＨＩ答

合計

通１MF業務

件数（％）

９１４．５２ 

１９30.65 

11１７．７４ 

′１６．４５ 

２３．２３ 

１７27.42 

62100.01 

'１１礎旅費等

件数（％）

1２１９．３５ 

２(）32.26 

８１２．９０ 

２３．２３ 

１１．６１ 

１９30.65 

62１００ 

通常業務と出張旅費

との合計金額

件数（96）

２３．２３ 

８１２．９０ 

１１17.74 

1117.74 

４６．４５ 

２６41.94 

62１００ 
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4３ 

第６表・雄がＦＳを行ったか（複数回答可）

数
４
４
９
４
５
７
４
５
９

件
４
２
２
１

１
８
 

(％） 

70.97 

38.71 

46.77 

22.58 

8.06 

11.29 

22.58 

８．０６ 

１００ 

1．日本側本社内部の従業員

１－Ａ・自分（アンケート回答者）自身

１－Ｂ、自分（アンケート回答者）以外

2．アメリカ側子会社内部の従業員

3．日本側本社と資本関係のある関連会社

４．日本の商社，銀行，コンサルティング会社

5．アメリカの貿易業者，銀行，コンサルティング会社

６．その他

合計

第６表には，ＦＳの担当者が誰であったかをま

とめた。アンケート回答者以外の日本側本社内部

の従業員が29件・46.8％，自分自身が24件・３８．７

％である。これらの回答は，複数回答であるため，

その両者がだぶっている可能性がある。アメリカ

の子会社内部の従業員が14件・22.3％であるが，

これは，事業の拡張として既存の子会社の従業員

が担当したと考えられる。アメリカの貿易業者，

銀行，ないし，コンサルティング会社がＦＳを担

当したケースは14件・２２３％である。第５表にお

いて，ＦＳに１億円かけたと回答した企業が２社

あったが，１社は「日本側本社の自分以外の従業

員」と「日本の商社・銀行・コンサルティング会

社」がＦＳを行い，他の１社は「アメリカ側子会

社内部の従業員｣，「日本側本社と資本関係のある

関連会社｣，「日本の商社，銀行，コンサルティン

グ会社｣，「アメリカの貿易業者，銀行，コンサル

ティング会社」を利用したと回答している。これ

らの回答は，アメリカにおける合弁事業にかかる

ＦＳ費用の高さを示唆していると同時に，外部の

コンサルタント科を支払う必要がある場合にＦＳ

費用が高額になる傾向を示していると言えるかも

しれない。

第７表には，ＦＳを行った日本側会社内部の従

業員がアメリカに滞在した年数をまとめた。６ケ

月未満が20件・32.3％であり最も多く，６ケ月以

上１年未満と３年以上がともに９件・14.5％となっ

ている。ＦＳを行うのは，日本本社をベースとし

て比較的短期間に進出を決定づける現地滞在経験

の短い従業員と，海外現地法人での就業期間のか

なり長い従業員とに二極分化している。問６にお

いて「自分自身」あるいは「自分以外｣，ないし

その双方ともと回答した場合とのクロス表が第７

表に記載されているが，「自分自身」がＦＳを行

い，その後アメリカに滞在しているのは50％であ

り，「自分以外」の34.5％よりも高い。

第７表・ＦＳを行った日本側会社内部の従業員がアメリカに滞在した年数

従業員の滞在期間

件数（％）

２０32.26 

９１４．５２ 

４６．４５ 

３４，８４ 

９１４．５２ 

１７27.42 

６２１００ 

自分自身

件数（％）

１２５０００ 

４１６，６７ 

２８．３３ 

００ 

５２０．８３ 

１４．１７ 

２４１００ 

自分以外

件数（96）

１０34.48 

７２４．１４ 

１３，４５ 

２６．９０ 

８２７．５９ 

１３．４５ 

２９１００ 

６ケ月未満

１年未満

２年未満

３年未満

３年以上

無回答

合計
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4４ 

第８表・ＦＳを作成するうえで大切なこと

(上段・件数、下段・％）

重要

３４ 

54.84 

３４ 

54.84 

２８ 

45.16 

１３ 

20.97 

１５ 

24.19 

やや重要

１２ 

１９８５ 

m 

17.74 

１６ 

25.81 

２２ 

35.48 

２２ 

35.48 

無回答

１０ 

16.13 

１０ 

16.13 

１０ 

16.13 

１０ 

16.13 

１０ 

16.13 

関係なし

６ 

９．６８ 

７ 

１１．２９ 

８ 

１２９０ 

１７ 

27.42 

１５ 

24.19 

合計

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

６２ 

１００ 

1．適切な資料・データを収集し，整理していること

（％） 

２．アメリカ現地での経験に裏打ちされていること

（％） 

３．会社の業務内容を理解していること

（％） 

４．論理的に首尾一貫していること

（％） 

５．信頼のおける取引先の情報を使っていること

（％） 

第９表.現在の立地場所以外での操業可能性について

ＦＳは行ったか
第８表には，ＦＳを作成するうえで大切なこと

についての評価基準を尋ねた結果をまとめた。「

1．適切な資料・データを収集し，整理している

こと」あるいは「２．アメリカ現地での経験に裏

打ちされていること」が「重要」であるとする回

答は，ともに34件・54.8％であった。「４．論理

的に首尾一貫していること」21.096ないし「５．

信頼のおける取引先の情報を使っていること」

24.2％は，それに比較して「重要」であるという

評価は低かった。

第９表は，現在の立地場所以外での操業可能性

についてＦＳを行ったかを尋ねた結果であるが，

｢行った」２８件・45.2％，「行わない」２２件・３５．５

％となっている。３割強の企業は，ＦＳを行う段

階で，すでに立地先を特定していることになるＩｌ９ｊ。

第10表には，立地選択の際の情報収集先をまと

めた。最も多かったのは，「取引先」であり，３５

件・56.5％が「利用した」と回答している。次に

件数

２８ 

２２ 

１２ 

６２ 

（％） 

45.16 

35.48 

19.35 

１００ 

行った

行わない

無回答

合計

多かったのは，「アメリカ各州投資誘致事務所」

であり，１０件・16.1％が利用したと回答している。

｢ジョイント・ベーチャー（ＪＶ）の相手先｣９件・

14.5％という回答が次に続き，「アメリカ・コン

サルティング会社」および「アメリカ投資先商工

会議所」を利用したという回答11.3％が，「日本

商社・コンサルティング会社」（9.7％）ないし

｢JETRO」（3.2％）を利用したという回答を上回

る。情報収集先としては，アメリカ現地の情報利

用が優先されていると考えられる。

第10表・立地選択の際の楕報収集

アメリカ・コンサルティング会社

件数（％）

７１１．２９ 

３８61.29 

１７27.42 

６２１００ 

ＪＶの相手先

件数（％）

９１４．５２ 

３６58.06 

１７27.42 

６２１００ 

H本商社・コンサルティング会社

件数（％）

６９．６８ 

３９６２９０ 

１７27.42 

６２１００ 

取引先

件数（％）

３５56.45 

１０16.13 

１７27.42 

６２１００ 

利用した

利用しない

無回答

合計

アメリカ投涜先商工会議所・役所

件数（％）

７１１２９ 

３８６１２９ 

１７27.42 

６２１００ 

アメリカ各州投資誘致事務所

件数（％）

１０16.13 

３５56.45 

１７27.42 

６２１００ 

ＪＥＴＲＯ 

件数（％）

２３．２３ 

４３69.35 

１７27-42 

６２１００ 

利用した

利用しない

無回答

合計
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4５ 

第11表は，ＦＳの作成時点で損益計算書を作成

したか否かを尋ねた結果である。４４件が作成した

と回答しており，第１表に示したＦＳを実行した

企業49社のほとんどが損益計算書は作成している

ことになる。

第12表には，何年先まで損益計算轡を作成して

予測しているかを尋ねたが，５年先まで作成する

という回答が22件・50.0％であった。以下，３年

先と10年先が７件・15,9％で並んでいる。

第13表には，売上高を予測する根拠をどのよう

な情報源から得たか，を尋ねた結果をまとめた。

｢過去における自社の輸出実績ないし販売・取引

実績」が26件・30.2％，「アメリカ国内取引先か

らの引き合いを合計（需要情報をヒヤリング)」

が21件・24.4％，「アメリカ市場における－人あ

たり製品売上高」１５件・’7.4％の順にならぶ。

第14表には「現実の売上高とＦＳでの予想額と

の比率」を尋ねたが，ＦＳを行ったか，事業予測

をしている，と回答した企業のうち35.3％は「ほ

ぼ予想どおり（91～110％)」としている。「予想

を大きく下回る（80％以下)」は11件・21.6％，

｢予想よりも，かなり好調（121％以上)」は９件，

17.7％であった。

第11表・ＦＳにおける損益計算書作成

数
４
８
０
２

件
４
１
６

（％） 

70.97 

12.90 

16.13 

１００ 

作成した

作成しない

無回答

合計

第12表・損益計算書の予測年数
数
０
７
６
５
４
３
２

年
１

数
７
１
１
２
２
７
１
３
４

２
 

４
 

件

（％） 

15.91 

２．２７ 

227 

50.00 

4.55 

15.91 

２．２７ 

６．８２ 

１００ 

無回答

第13表・売上高ないし総取引額を予測する根拠（複数回答可）

数
７
１
６
５
３
３
５
６
６

件
２
２
１

８
 

（％） 

8.14 

24.42 

3ｑ23 

17.44 

ａ４９ 

ａ４９ 

５．８１ 

６．９８ 

１００ 

日本で取引のあった企業がすでに進出しており，その注文金額を合計

アメリカ国内取引先からの引き合いを合計（需要情報をヒアリング）

過去における自社の輸入実績ないし販売．取引実綱

競争相手会社の過去の販売実紙

アメリカ市場における一人あたり製品売上高子Ｍ１リ

需要の価格弾力性の算定などにもとづく計量経済学的予測

アメリカの国内総生産（ＧＮＰ）の伸びなどのマクロ経済学的データ

特に根拠は考えられない（担当者以外は説明不可能）

合計

●
Ｂ
０
●
●
●
●
■
 

で
□
■
▲
《
⑪
〆
旦
一
，
二
ｍ
〕
△
扣
斗
△
Ｐ
』
、
Ｕ
〈
院
叩
〉
【
ｊ
・
ロ
（
〕
（
）

第14表・現実の売上高とＦＳでの予想額との比率僻
、
９
肥
４
９
１
５
 

(％） 

21.57 

17.65 

35.29 

7.84 

17.65 

１００ 

予想を大きく下回る（80％以下）

予想をやや下回る（81-90％）

ほぼ予想どおり（91-110％）

予想よりも，やや好調（111-120％）

予想よりも，かなり好調（121％以上）

合計

ｇ
●
●
■
●
 

二
勺
Ⅱ
▲
（
叩
〃
】
（
四
べ
釦
）
ロ
｜
扣
弩
。
Ｐ
院
皀
坤
》
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第15表・ＦＳでの予測方法と売上高の結果

予測に対する現実の売上高の比率（回答件数）

81～90％９１～110％111～120％121％以上

１２１０ 

６９２１ 

２１０３５ 

３４１３ 

１１００ 

０１１１ 

１１０２ 

１２０１ 

１５３０８１３ 

下以
３
４
６
５
１
０
１
２
２
２
 

％
 
０
 
８
 

■
 

『
訂
７
２
６
６
３
３
５
６
胡

〈
ロ
’
９
〈
一
（
ソ
】
１
一

日本での取引を合計

アメリカでの引き合いを合計

過去の自社販売実績

競争相手の販売実績

アメリカ市場の製品データ

計量経済学的予測

アメリカのマクロ経済データ

特に根拠なし

合計

●
●
■
●
●
■
Ｄ
Ｃ
 

■
■
Ⅱ
△
（
叩
灰
】
《
叩
二
卯
）
●
幻
“
二
戸
島
一
印
）
、
』
叩
〉
【
｝
０
口
。
（
凹
葵
叩
）

第15表には，第13表で尋ねた売上高の予測根拠

と，第14表での売上高の現実の結果とをクロス集

計した。売上高の予測根拠として，「１．日本で

取引のあった企業がすでに進出しており，その注

文金額を合計」したと回答した企業のなかには，

現実の売上高が「予測よりも，かなり好調（121

96以上)」となった企業はゼロである一方で，売

上高が予測の90％を下回った企業は４社あった。

従って，この方法で売上を予測した企業数合計７

社の過半数に達した。日本での取引にもとづいて

売り上げ予測をたてた企業の過半数は，予測を満

たすことができなかったことになる。

また「２．アメリカ国内取引先からの引き合い

を合計」した，あるいは，「５．アメリカ市場に

おける－人あたり製品売上高」を用いたとする回

答でも，現実の売上高が予測売上高を下回ったと

する回答が多かった。逆に，「かなり好調」と回

答した企業は，「３．過去の自社の販売実績」や

｢４．競争相手の販売実績」に予測の根拠を置い

ているケースが目立った。

第16表には，売上高が予想を下回ったと回答し

た企業に対して，その理由を尋ねた結果をまとめ

た。「1．需要が予想よりも少なかった」47.8％，

｢２．有力な競争相手先の影響」30.4％，「３．コ

スト・経費がかさんだ」および「４．マーケティ

ングのチャネルが作れなかった」が26.1％であっ

た。なお，「３．コスト・経費がかさんだ」とい

う回答では，「やや重要」の比率が39.1％であり，

｢４．マーケティング」での同回答21.7％を上回っ

ている。

第16表・予想を下回った理由

(上段・件数，下段・％）

１
３
７
３
６
９
６
９
３
４
４
９
２
７
１
５
 

要
１
油
Ｍ
叩
叩
汕
咽
８
３

重
４
３
２
２
１
１

４
 

やや重要

５ 

２１．７４ 

７ 

３０．４３ 

９ 

３９．１３ 

５ 

２１．７４ 

４ 

１７．３９ 

５ 

２１７４ 

３ 

１３．０４ 

１ 

４．３５ 

し
７
３
９
３
８
８
２
７
６
７
４
７
８
６
１
３

な
４
１
７
１
１
１
５
１
８
１
２
２
．
．
１
 

係
釦
調
拠
塊
胡
的
沼
９

関

合計

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

２３ 

１００ 

１．需要が予想よりも少なかった

（％） 

２．有力な競争相手先の影響

（％） 

3．コスト・経費がかさんだ

（％） 

４．マーケティングのチャネルが作れなかった

（％） 

５．親会社の経営政策の変更

（％） 

６．為替レートの変化

（％） 

７．規制と手続き時間

（％） 

８．天候・自然条件の変化

（％） 
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第17表・ＦＳでのコスト見柧もりと比較して現実に大きく割高となっている費目
（上段・件数，下段・％）

やや割高

(111-130％） 

10 

16.13 

１３ 

20.97 

６ 

９．６８ 

４ 

６．４５ 

８ 

１２．９０ 

３ 

４．８４ 

５ 

８．０６ 

３ 

４．８４ 

６ 

９．６８ 

１４ 

22.58 

, 

17.74 

１０ 

16.13 

５ 

８．０６ 

高
ｊ

割
阯
０
０
０
０
０
０
０
０
１
１
２
３
０
０
０
０
０
０
１
１
１
１
０
０
０
０

６
２
 

６
６
 

Ｃ
 

●
 

●
 

１
３
 

１
１
 

く
船

き
別
大
０むしろ捌安

(100％未満）

２ 

３．２３ 

１ 

１．６１ 

３ 

４．８４ 

６ 

９，６８ 

３ 

４．８４ 

２ 

３．２３ 

４ 

６．４５ 

４ 

６．４５ 

４ 

６．４５ 

１ 

１．６１ 

２ 

３．２３ 

０ 

０ 

４ 

６．４５ 

予想どおり

(100-110％） 

２４ 

38.71 

２２ 

35.48 

２０ 

32.26 

１３ 

20.97 

１８ 

29.03 

１９ 

30.65 

２７ 

43.55 

２２ 

35.48 

２５ 

40.32 

１６ 

25.81 

１８ 

29.03 

２３ 

37.10 

２７ 

43.55 

高
刑
２
３
３
４
１
１
１
１
０
０
３
“
１
ｕ
０
０
１
ｕ
６
田
３
別
３
Ｍ
１
皿

割
別
２
８
６
６

４
１
 

１
９
４
４
１
 

０
刊
３
４
１
１

唯
肌
力
０ 該当なし合計

１．人件費・給与部分

（％） 

２．人件費・付加給付部分

（％） 

３．従業員の休日消化の多さ

（96） 

４．無断欠勤者の代替費用

（％） 

５．原材料の高さ

（％） 

６．原材料の品質の低さによるロス

（％） 

７．オフィスの賃貸料・償却

（96） 

８．土地の賃貸料・償却

（％） 

９．事務機械の値段

（％） 

10．日本人派遣社員の手当て

（％） 

11．資金調達に伴う資本コスト

（％） 

12．税金

（％） 

13．通信費・接待費（対日本本社）

（％） 

24 

38.71 

23 

37.10 

32 

51.61 

38 

61.29 

32 

51.61 

33 

53.23 

２５ 

４０３２ 

33 

53.23 

26 

41.94 

24 

38.71 

27 

43.55 

26 

41,94 

25 

40.32 

腿
、
田
血
塊
、
腿
血
塊
、
他
皿
駆
血
塊
、
田
、
⑪
、
⑰
、
腿
、
田
皿

第17表には，ＦＳでのコスト見積もりに比較し

て，現実に大きく割高となっている費目について

の集計結果である。「やや割高（111～130％)｣，

｢かなり割高（131～150％)｣，「大きく割高（151

％以上)」の３つの分類を合計して，最も高いも

のは，「10．日本人派遣社員の手当て」であり，

21件・33.9％である。次は，「２．人件饗・付加

給付部分」であり，１６件・25.8％である。この二

つは，同一の事象を指しているのかもしれない。

15件624.2％を記録しているのは「11．資金調達

に伴う資本コスト」であり，「12．税金」１３件・

21.0％が続いている。「予想どおり（100～11096)」

との回答が多かったのは，「７．オフィスの賃貸

料・償却｣，「13．通信費・接待費（対日本本社)｣，

｢９．事務機械の値段」であり，これらモノに関

連する費用については，４割以上に達している。

なお，分散の大きな回答項目として「６．原材料

の品質の低さによるロス」があり，「むしろ割安」

第18表・ＦＳにおける為替レート予測の設定数

予測設定数

１通り

２通り

３通り

４通り

５通り

６通り

無回答

合計

数
６
８
９
１
２
０
６
２

件
１

２
６
 

(％） 

25.81 

12.90 

14.52 

161 

323 

0 

41.94 

１００ 

から「大きく割高」まで，回答によってばらつき

がある。

第18表には，ＦＳにおける為替レート予測の設

定数がまとめられているが，１通りであるものが

16通りである。それら為替レート予測のうち，主

たる予測値をまとめると，第19表のようになる。

１ドルあたり100円・８件，150円・６件，130円・

5件，120円・３件となっている。
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第19表・ＦＳでの為替レート予測値 4．若干の統計的検定

円／ドル

２００ 

１６０ 

１５０ 

１３０ 

１２８ 

１２７ 

１２５ 

１２０ 

１１０ 

１０５ 

１０４ 

１００ 

９０ 

８５ 

合計

数件
１
１
６
５
１
１
２
３
２
２
１
８
２
１
６
３
 

答回

本節では，若干の統計的検定によって，ＦＳを

上回る売上高を記録した企業の特徴を明らかにし

たい。

ＦＳは，天気予報やマクロ経済指標についての

予測とは違い，予測する人の主観と，業務遂行上

の地位．賢任がかかったものである。すなわち，

ＦＳでの予測値とは，「最低でも，ある金額の売上

げ」を達成するように意図されたものであり，た

んなる「平均」の予測ではない，と考えられる。

その意味で，ＦＳの予測と，その予測値からのプ

ラスの乖離については，マイナスの乖離と意味が

異なると考えられる。すなわち，両者に非対称性

が存在すると考えられるのである。その点を，や

や詳しく説明したい。

第20表・為替レート予測の参考指標（複数回答）
被説明変数・sales

まず，ＦＳによる予測と，現実の売上高とがく

い違った場合，その違いをもたらす要因は何であ

ろうか。なんらかの意味で，十分なＦＳが行われ

ていないとき，売上予測よりも低い結果が生まれ

てしまうかもしれない。したがって，予測からの

マイナスの乖離は，ＦＳにおいて見落とした経営

上のポイントがあったことを意味している。

しかし，現実の売上高が，ＦＳでの予測値を上

回るとき，それは予測者の見込み違いのみを反映

しているだろうか｡事業を継続していく責任を負っ

た人がＦＳを担当する場合が多い以上，より良い

事業運営とは，ＦＳの売上予測に記載された数値

よりも，高い実績を記録することではないだろう

か。そうであるとすれば，ＦＳでの売上予測と，

現実の乖離は，たんにズレを意味しているのでは

ない。ＦＳから，売上高がプラスに乖離すること

は，より市場の動向を見通した経営能力を示して

いる，と考えられるのである。

さらに，現実に売上高を達成する時点までには，

ＦＳの担当者や，その後任の事業経営者は売上高

を可能な限り上げるように努力しているはずであ

る。ＦＳの予測よりも現実の売上高が低かった場

合，それを現実に近づけるべく，様々な方法が試

されているはずである。以上のような意味におい

て，予測からのプラスの乖離と，マイナスの乖離

数
４
６
９

件
(％） 

５．５６ 

8.33 

12.50 

消費者物価・卸売り物価

経常収支

公定歩合

政府国債・財務省証券の価格・

利回り

為替の先物

過去の為替レートのトレンド

採算ベースとなる為替レート

特に根拠なし

合計
●
●
■
●
 

凸
■
Ⅱ
ユ
ヘ
叩
工
】
《
や
凡
）
△
句
一
己

３４．１７ 

●
Ｐ
●
●
 

佇
局
叩
》
、
』
曲
》
【
”
〃
０
（
ｕ
〔
）

３
２
４
１
２
 

１
２
１
７
 

18.06 

30.56 

556 

15.28 

１００ 

第20表には，為替レート予測にどのような参考

指標を用いたかを尋ねたが，「過去の為替レート

のトレンド」を根拠としたという回答が22件・３０．

１％，以下，「為替の先物」１３件・18.1％，「特に

根拠なし」１１件・15.3％，「公定歩合」９件・１２．５

％となっている。

第21表には，事業予測を今後再度行う意図があ

るかどうか，を尋ねた結果をまとめたが，「ある」

という回答が，３８件・61.3％となっている。

第21表・事業予測を再度行う意図
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という２つの偏差に非対称性が存在すると考えら

れるのである。すなわち，予測からの偶然の偏差

として，プラスとマイナスの結果が生まれている

のではなく，予測を基準として，なるべく高い売

上高を達成することが求められているのである。

以上のような観点から，第14表にまとめた現実

の売上高とＦＳでの予想額との比率を序数的な指

標として被説明変数・salesとした。付表１にお

ける変数の説明によって明らかなように，sales

は，「80％以下」とする回答を１，「81～90％」を

２，以下同様に，「121％以上」を５とする，５段

階の指標として被説明変数とする(")。推定方法と

しては，序数の決定要因を扱うモデルとしてオー

ダード・ロジットモデルを採用した(2')。

説明変数の採用にあたって，第１節でまとめた

｢理論」によれば，次のような推論が可能である。

験」の場合にも，コストがかかる。ＦＳにかけた

費用が高ければ高いほど，「学習」と「経験」の

双方を豊富に行うことができるため，売上高の予

測と確保が可能になるであろう。回帰係数の符号

は，プラスが予想される。第４表にまとめたＦＳ

に要した通常業務での費用を５段階の指標として，

説明変数とした。第４表における出張旅費等ない

し合計金額は，回答率が悪く，データ数が少ない

ために，利用しなかった。以下，調査コストを説

明変数・ｃｏｓｔと呼ぶ。

Stay 

暗黙知の獲得プロセスとしては，「経験」が重

要である。第７表に示した，「ＦＳを行った日本側

会社内部の従業員がアメリカに滞在した年数」を

5段階の指標として，Ｓｔａｙと名づけ，説明変数

とした。異なる国における経営に関する暗黙知

の獲得が，企業経営にプラスに働くとすれば，

Stayの回帰係数の符号は，プラスとなるはずで

ある。なお，第22表には，salesとＳｔａｙのクロ

ス集計を掲げてあるが，ＦＳを行った従業員のア

メリカ滞在年数が６ケ月未満であった場合，予測

に対する現実の売上高の比率が，９０％以下となっ

たケースが12件あることがわかる。こうしたクロ

ス表で行いうるのは，カイニ乗検定であるが，そ

の場合には，分布が異なることを言えるのみであっ

て，回帰係数の符号にあたる「異なり方の方向」

を示すことはできない。

Ｔｉｍｅ 

まず，無知から明示的な知識の獲得をするプロ

セス「学習」によれば，ＦＳに要した調査期間が

長ければ長いほど，売上予測よりも良い結果をも

たらすのではないだろうか。したがって，ＦＳ担

当者が長い時間をかけて調査を行っていれば売上

高が予測よりも下回る確率は低くなる，と考えら

れる。説明変数としては，第３表におけるＦＳの

調査期間をｌから５までの５段階の指標として用

いた。したがって回帰係数の符号はプラスが予測

されるｃ以下，この調査期間を説明変数・Ｔｉｍｅ

と呼ぶ。

Ｄａｔａ 

アンケート回答者が，どの程度明示的な知識と

してデータの独得を重視しているかを示す指標と

して第８表の質問項目「１．適切な資料・データ

ｃｏｓｔ 

明示的な知識の獲得プロセスである「学習」の

場合も，また，暗黙知の獲得プロセスである「経

第22表・ＦＳ担当者のアメリカ滞在期間と売上高の結果

予測に対する現実の売上高の比率（回答件数）

81～90％９１～110％111～120％121％以上

７５０２ 

０４２２ 

０３０１ 

０３００ 

１３１２ 

００１２ 

８１８４９ 

下以
５
１
０
０
１
４
１
１
 

％
 

（
Ｕ
 

〈
ぜ

答回
１
０
０
０
１
０
２
１
１
 

鉦》 計
０
９
４
３
９
７
２
１
６
 

〈
ロ
２

６ケ月未満

１年未満

２年未満

３年未満

３年以上

無回答

合計
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を収集し，整理していること」に対する３段階の

回答を用いた。以下，Ｄａｔａと呼ぶ。明示的な知

識の獲得を重視している企業では，売上予測と現

実との乖離は少ないかもしれない。符号はプラス

が予想される。

されうるとすれば，「暗黙知と，明示的な知識と

のどちらが重要か」という問いには，双方が一体

となってＦＳ後の売上高上昇に寄与すると回答せ

ざるを得ない。

次に，マイナスの符号を示した変数について，

考察したい。回帰係数の符号がマイナスを示して

いるのは，その要因を重視するほど，現実の売上

高がＦＳでの予測を下回るものであり，売上高の

予測を過大評価する要因となっていると考えら

れる。

Ｔｉｍｅがマイナスの符号を示していることは，

すなわち，ＦＳに費やした時間が長ければ長いほ

ど，ＦＳで予測された売上高に到達することは難

しい，ということになる。これは，ＦＳ担当者の

アメリカ滞在期間Stayがプラスの符号を示して

いたことからは，一見矛盾するようにも思われる。

しかし，ＦＳ作成期間が長期にわたるということ

は，すでに計画段階で組織内での不協和音や，組

織外における環境変動があったことを示唆してい

るのかもしれない。したがって，ＦＳ段階から計

画の実行までが難産であると，その後の事業の成

長にも後遺症がでるのかもしれない。しかし，こ

の点の確証をえるには，更なる調査が必要であ

ろう。

両側検定で10％水準であったとはいえ，Ｅｘｐｒ

がマイナスであったことは，ＦＳ作成の目的を明

確にしている点で興味深い。すなわち，「経験」

を重視しすぎると売上予測は過大となるかもしれ

ないのである。Ｓｔａｙが示すように，「経験」のあ

る担当者がＦＳを作成することは重要であるが，

Ｅｘｐｒ 

アンケート回答者が，どの程度アメリカでの現

地経験を重視しているか，すなわち，暗黙知の獲

得を重視しているかを計る指数としてＥｘｐｒを用

いた。第８表に示したように，「２．アメリカ現

地での経験に裏打ちされていること」に対する３

段階の回答を用いた。暗黙知の獲得を重視する企

業は，売上予測を誤ることは少ないかもしれない。

したがって，プラスの符号が予測される。なお，

DataとＥｘｐｒとは，第８表において，ともに３４

件・54.8％の「重要」とする回答を得ているが，

その回答者は，同一ではない。オーダード・ロジッ

ト・モデルが有効と考えられる理由である。

説明変数および被説明変数間の単純相関係数は，

付表２に示した。

推定結果

説明変数間の単純相関係数は，付表２に示した

が，最も高いものでも0.277であり，多重共線性

の問題とはならないと考えてよいであろう。

データの記載が完全であったものは39件であり，

そのデータをもとに推定した結果を第23表に掲げ

た。Ｔｉｍｅは両側検定５％水準でマイナスに有意，

cost，Stay，およびＤａｔａは，両側検定５％水準

でプラスに有意，Exprは両側検定10％でマイナ

スに有意であった。

理論的に予測された回帰係数の符号は，すべて

プラスであったので，Cost，Stay，Dataは，現

実の売上高を予測値よりも押し上げる要因として

解釈できる。すなわち，ＦＳに費やした費用が高

ければ高いほど，ＦＳ担当者のアメリカ滞在経験

が長ければ長いほど，そして，ＦＳを作成する際

に適切なデータの収集・整理が行われているほど，

ＦＳの予測よりも現実の売上高は高くなるか，あ

るいは，低くならない，という傾向がある。

Ｓｔａｙは暗黙知の獲得，Ｄａｔａは明示的な知識の

獲得，costはその双方の獲得という文脈で理解

第23表・オーダード・ロジット゛モデルによる

収益性の分析

係数ｔ値

Ｔｉｍｅ-0.7026939－２１３８ 

ｃｏｓｔ 0.86032422.429 

Ｓｔａ ｙ 0.50475152.334 

Ｄａｔａ 1.2050110 2.237 

Ｅｘｐｒ-0.8263673-1.732 

データ数３９

対数尤度-46.192951

カイ自乗検定16.89

疑似重相関係数0.1546

＊＊は両側検定５％水準，

＊は10％水準で統計的に有意。

中中

＊中

中●

中中

＊ 

Hosei University Repository



5１ 

ＦＳを作成する際に重要なのは，Ｄａｔａが示すよう

にその経験を生かして資料・データを収集するこ

とであり，経験からの「思いこみ」ではないとい

うことになる。この点は，第15表に示したように，

｢日本での取引」に依存する企業の売上高が低迷

することとも一致する。

であると考える企業（Data）においては，

そうでない企業よりも，現実の売上高は高かっ

た。また，ＦＳ担当者のアメリカ滞在期間（Ｓ

ｔａｙ）が長ければ長いほど，現実の売上高は

高かった。

(k）統計的分析によれば，ＦＳに費やした期間

が長ければ長いほど，また，経験を重視する

子会社では，現実の売上高の伸びは悪かった。
要約と含意

主要なファインディングス

（a）研究開発業務を行う在米日系子会社につ

いては，ＦＳを行っていないケースが目立つ。

（b）ＦＳを行なった企業は，「事業予測の方法」

ないし「関連部署の説得」のために，ＦＳが

重要であると考えている。担当者間の業務引

き継ぎや，銀行などの関連会社の説得のため，

という回答は少なかった。

（c）ＦＳに費やした期間が1年未満である，と

回答した企業が全体の64.5％であった。

（｡）ＦＳに要した費用は，回答企業の平均で約

2,300万円であった。

（e）ＦＳを行った日本人従業員のアメリカ滞在

期間は，１年未満が46.8％であったが，その

一方で，３年以上の長期滞在者の比率も14.5

％に達した。

（f）立地選択場所として，複数の地点を調査

した企業は45.2％であったが，35.5％の企業

は１カ所しか調査していない。

（９）ＦＳ作成時点において，損益計算轡は５年

先まで作成されるケースが半数をしめた。

（h）ＦＳにおける売上高の予測根拠として，

「日本での取引のあった企業がすでに進出し

ており，その注文金額を合計」した企業は，

アメリカに進出後，実際の売上高が大きく伸

びていなかった。

（i）ＦＳでのコスト見積もりに比較して大きく

割高となった費目は，「日本人派避社員の手

当て」および「資金調達に伴う資本コスト」

であった。

（j）統計的な分析によれば，ＦＳにかけた費用

（cost）が高ければ高いほど，予測よりも売

上高の伸びは高かった。また，「適切な資料・

データを収集し，整理していること」が重要

含意

（１）ＦＳの意義

経済環境や，競争業者の戦略が時々刻々と変化

することを考えると，１年以上にわたってＦＳを

続けることには，あまり意味がないのかもしれな

い。この点は，外国市場の参入に際して行われる

ＦＳに，平均６ケ月程度で約2,300万円の費用がか

かることを勘案すれば，矛盾なく解釈できる。い

たずらにＦＳを続けるよりは，タイミングのよい

投資決定を導く事前調査が重要に違いない。

約2,300万円の追加的な経常利益を獲得するた

めには，数億円の売り上げが必要となる。ＦＳの

費用は高額である。さらに，統計的分析によれば，

FSの支出が高額だった企業ほど実際の企業運営

において好調な売上高を記録していた。ＦＳが投

資の一部である以上，その回収には一定の期間を

要する。したがって，一回限りのアンケート調査

の結果は断片的なものにすぎないが，それでもな

お，ＦＳには事業運営を円滑に行わせしめる効果

がある，と推測する根拠となるであろう。

その効果がどこから生まれるかについては，い

まだ確定的な回答を得たとは言えない部分もある

が，本研究の実証的分析によれば，ＦＳ担当者が

ＦＳを作成する過程で，アメリカ市場について

｢学習」し，「経験」を重ねるためである，と考え

ることができる。

かりに，そうであるとすれば，これは「青い鳥」

や「海賊の財宝」を探しに冒険に出かける少年．

少女の旅行記に似ているかもしれない。探索の対

象を獲得することは，話の発端としての目的では

あるが，現実には，不可能であるか，あるいは，

(目標を設定した小説の作者からみれば）重要で

はない。ＦＳによって完壁な将来予測をすること

も，また，不可能である。旅行記の作者，つまり，
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小説家の目からみて重要なのは，ある対象を探索

するという経験が，探索主体の価値意識を変化さ

せてしまうプロセスなのである。ここで，ＦＳを

行う担当者は，旅行記のなかの主人公であり，そ

の目標を設定する小説家の役割を，戦略策定に資

任を負う経営者（Ｃ・no.）とだぶらせることは

できないだろうか。

別の表現をすれば，ＦＳには，外国市場におけ

る業務経験としてのＯＪＴの意味がある，という

ことができる。ＯＪＴによる熟練形成が円滑に機

能すれば，経営パフォーマンスは向上するであろ

う。ただし，その費用は，１プロジェクトあたり

約2,300万円かかるのであり，日常業務について

のＯＪＴに比較して高額であり，また，目立つも

のである，といえる。なお，ＦＳ作成時点での予

測年数５年のケースが多かったことは，洞口

［1992］の明らかにした撤退の意思決定時点が５

年目になされる場合が多いという事実と一致した

傾向である。

たダフトーレンゲル（DaftandLengel［１９８６]）

が，対人接触を最も「リッチ」なメディアである

と仮定しているのは，その一例である。彼らの議

論は，情報の保存，象徴作用，大量伝達など，様々

な側面を捨象した単純な直観に近いものにすぎな

いが，,情報伝達に要するコストをも無視している。

たとえば，商社マンによる対人接触は，もっとも

多義的に情報を伝達しうる。しかし，それがアメ

リカと日本との情報伝達であれば，移動に要する

費用はＦＡＸや電話よりもはるかに高額になるの

であり，「他の条件を所与とする」ことによって

メディア選択の有効性が議論されていないことに

なるのである。

野中・竹内（NonakaandTakeuchill995］）

は，サイモンの議論を紹介しつつも，それを「情

報処理パラダイム」であるとして「限定された合

理性」の概念もろとも捨て去ってしまっているよ

うに思われる。

「サイモンにとっては，暗黙的な知識はノイ

ズ以外のなにものでもなく，人間の推論や意思

決定の論理的内容は，価値とか意味とかいった

ものよりはるかに重要なのである。彼はまた，

ある問題に含まれる暖味性や多義性あるいは組

織における情報冗長'性の重要性に十分な注意を

払っていない｡」（訳書，５５ページ）

（２）組織的知識創造理論への批判

野中［1990］は，次のように述べている。

「人間の認知限界という命題は，おそらく否

定し難い常識であろう。しかしわれわれは，人

間の本質をそのような視点でとらえるのではな

く，「人間には無限の知識獲得能力がある」と

仮定する。とりわけわれわれは無限の経験能力

がある。われわれは日々経験知ないし暗黙知を

蓄積している。それを形式的に変換する能力に

は限界があると考えられるが，形式知の基底を

なす暗黙知の獲得能力はその気になれば無限で

あると考える｡」（72ページ）

果たして，上記の批判は当を得ているであろう

か。比較級を用いた言明である以上，相対的には

正しいのかもしれないが，サイモン（Simon，

［1969,は，「目標がない場合の計画設定」を論

じた箇所で「面白さ」あるいは「珍しさ」に関す

る発見過程を重視している。

筆者は，上記の考え方を支持しない。本研究の

実証結果より，組織の持つ暗黙知の獲得能力には，

明確な限界があると考えるからである。暗黙知を

獲得するための費用は無視できないばかりか，む

しろ，高額であった。それは，不可算・有限な知

として明確に「限界」を画することになる。

人間の認知限界が，現実的な費用によって画さ

れていることを無視している理論は，他にもある。

たとえば，情報伝達におけるメディア選択を論じ

「音楽で新しい鑑賞力を身につけるための良

い方法は，もっとたくさんの音楽を聞くことで

あるということは一般に認められているところ

である。同様に絵画の面で新しい鑑賞力を養う

にはもっとたくさんの絵を見ることであり，ま

たワインの鑑賞力をつけるには，良いワインを

飲むことである。新しい経験に身をさらすと，

ほとんど確実に選択基準は変化する，そして大

部分の人間は，意識的にそのような経験を求め
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ているのである｡」（Simon,［１９６９]，邦訳256

ページ）

筆者は，暗黙知の獲得には，費用と訓練とが必

要であり，それが不十分な場合には「無知」であ

ることに自ら気づかぬ個人と組織が存在し続ける

と考える。それは，情報処理能力の限界と言い換

えることもできる。しかし，それが説明のすべて

ではない。

筆者は，人間が，必ずしも自らの「無知」を認

識しようとしないのは，人間が不可避的に身にま

とう「プライド」のためであろうと考える。その

考察は別稿に譲らざるを得ないが，ある環境のも

とで獲得した「プライド」を捨て去って，新しい

環境のもとで再度学習し，経験するという意欲と

情熱とを，人間は，そう長い期間（たとえば

20年以上）維持できないのではないだろうか。た

とえば，アメリカに２０年間滞在したビジネス・

パーソンが，その経験を捨ててウズベキスタンで

新規事業を開発することは，無経験の人以上に困

難なのではないだろうか。暗黙知が経験に根ざし

ている以上，知の獲得と人間の体力とが密接に結

びついていることが，その理由の一つである。

さらに，自分の経験を正当化することでしか，

人間は自らの生を肯定的に捉えられないことが，

第二の，そしてより本質的な理由である。アメリ

カでの経験は，ウズベキスタンでは無用なものか

もしれない。それにもかかわらず，アメリカでの

経験に頼ることでしか，自らのアイデンティティ

を保ち，他者からの尊敬を獲得する手だてがない，

そうした感覚を無意識に抱くことが「普通」のこ

とではないだろうか(麹)。仮に，そうであるとすれ

ば，暗黙知は，権威や権限，とりわけ「経験」を

尊重する組織風土のもとで，腐敗しやすいもので

あるのかもしれない。

知識創造の前提が満たされないケースを，真剣

に検討する意義は，ないだろうか。

観点からは，エイトマンーストーンヒルーモフェッ

ト（Eiteman，StonehillandMoffett，［1995，

第１９章が新規国際事業の収益予測を扱っている。

（２）小野［1992]，坂本・小野［１９９２］を参照され

たい。

（３）WUZlSZreeZjOurFzα〃`SeagramWillTra‐

ｄｅＤｕｐｏｎｔｆｏｒＭＣＡＩｎｃ．：DoesltMake 

Sense?,'’1995年４月７日。WtIZZSZFeetjOⅡr‐

刀αJ，“ＳｅａｇｒａｍＢｕｙｓ８０９６ｏｆＭＣＡａｔ＄５．７

Billion，Ⅲ’1995年４月10日。」VCuノＹｏ｢んTZmes，

“MatsushitaTellsWhyltDecidedtoAbandon 

Hollywood,”1995年４月１２日。WtJZZSZreet

jbur几α２，“SeagramReportsa58％Decline

inFiscalFourth-QuarterProfit,'’1996年３月

１５日。なお，松下と同時期にコンロンビア・ピク

チャーズを買収したソニーについては，日本経済

新聞「会社研究・海外Ｍ＆Ａ誤算の検証。ソニー・

コロンビア・ピクチャーズ，ヒット作ない弱み，

投資膨らみ金利負担重〈」1994年12月20日朝刊を

参照されたい。

（４）ＵＳＡＴｂｄａｙ,“FedsCloseDaiwainUSA,,． 

1995年１１月３日。日本経済新聞「大和銀，住銀と

合併へ。米，全業務停止を命令」1995年11月４日。

FinQrDciaLTUmes，“ＦｅｄｌｅｓｓｏｎｓｏｎＤａｉｗａ，’’ 

1995年11月６日。ＷとJZlareetJbur几α〃Daiwa

EffectsRippleThroughJapan,sBankinglL 

dustry，”1995年11月６日。WtulZSZreetJbumaZ，

“ＤａｉｗａＰｌｅａｄｓＧｕｉｌｔｙｔｏＣｌａｉｍｔｏＣｏｎｓpir‐ 

ingtoHideLoss，'’1996年２月２９日。読売新聞

「大和銀，罰金250億円」1996年３月１日朝刊。読

売新聞「銀行界，海外業務縮小相次ぐ」1996年

３月５日朝刊。

（５）日本経済新聞「動き出すか，米の“日の丸不

動産，,（上)」1994年12月20日朝刊。読売新聞「対

米不動産投資重いツケ」1995年９月７日朝刊。

（６）洞口［1997］では，1989年から94年にかけて

のＨ系在米子会社について分析している。1989年

に東洋経済新報社編「海外進出企業総覧（国別編)」

に記戦されていた在米子会社2,840社のうち，７７６

社（27.14％）が1994年には記敬抹消の対象となっ

ている。

（７）洞口［1992］第５章および第６章を参照され

たい。なお．比較的近年の調査としては中小企業

[注一覧］

（１）中小企業事業団情報調査部［1985］，日本輸出

入銀行海外投資研究所編［19871Ｗ・Behrens

andP・MHawrank，［1991］などが入手可能な

「マニュアル」である。また．国際ファイナンスの
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参考第１図事業団情報調査部［１９９０１日本在外企業協会

［1991］がある。

（８）在外子会社の設立を，多国籍企業の組織変更

として据えることができる。経済学的参入・退出

のモデルが，企業の収益性を参入・退出の決定要

因として据える立場をとるのに対し，組織変更と

しての参入・退出は，収益性をその最終的な基準

とはするものの，それとは異なった次元で決定さ

れうることが重要である。端的に言えば，多国籍

企業の組織改編は，計算能力に限界のある企業組

織が環境に対して適応的行動を採用するために発

生すると考えることができる。その例としては，

参入・退出をはじめとして，複数ある在外子会社

を統合するケース，持ち株会社を設立して，その

子会社を設立し日本側親企業からみて孫会社に組

織を改変するケースなど。いくつかの典型的な方

法がある。洞口［1997］を参照されたい。

（９）神鋼商事・秋山雄一氏へのインタビューによ

る。秋山氏によれば，「事業を創造すること」の重

要性は，必ずしも事業予測の正確さとは一致しな

いことが強調されていた。（1995年８月22日)。

(10）この質問の答えは，次のようにして求められ

る。すなわち乗用車製造メーカー１社あたりにつ

いては，２の10乗（1,024通り）から，まったく

生産をしないという戦略の数１をマイナスした値

1,023通りの戦略がある。３社については，その３

乗を求めると上記の戦略数が求められる。仮に，

乗用車の車種が11種類・乗用車生産メーカーが４

社あるとすれば，上記の数値は17,557,851,463,681

通りとなり，１万分の１秒（0.0001秒）で一つの市

場状態についてのシュミレーションが行われても，

20,321.6日すなわち55年以上の時間がかかる。すな

わち，市場を完全に見通すことは不可能なのであ

る。人間が，どのような基準を用いて，市場につ

いての仮定を単純化しているかは，たいへんに興

味深い問題である。サイモンのいう「満足化基準」

はその単純化の仮説として有力ではあるが，依然

として他の仮説が模索されうるようにも思われる。

(11）この点は，すでに「社会主義経済」における

計算可能性の問題として古くから指摘されてきた

論点と等しい。たとえば，鈴村［１９８２］を参照さ

れたい。

(12）情報処理能力に限界がある個人と組織が，ど

プレーヤー２．

グローバルゲーム

ローカルゲーム１．ローカルゲーム２．

ＳｎＳ１２Ｓ2１ｓ2２ 

プレーヤー１．
Ｓ２ 

ここで，（Ｓ１，s２；Ｓ11,ｓ12）と（Ｓ１，ｓ２；

S21,822）は局所的なゲームであり,それがカバー
する領域は全域的なゲームである。

のような行動上の指針を持ちうるか。ひとつの解

決策は．局所的なナッシュ均衡に到達することで

あり．そこから、戦略空間を広げて，可能な限り

全域的ナッシュ均衡を達成することであろう。純

粋戦略におけるローカルなナッシュ均衡には，実

数空間の局所的最大とは異なる性質があり、たと

えば，参考第１図に示したように，ローカルなナッ

シユ均衡が存在しても，それがグローバルにはナッ

シュ均衡とならないケースが存在する。しかし，

ローカルなナッシュ均衡に到達できるのは，より

狭い戦略空間が与えられた場合であるから，その

ときに採用される相手プレーヤーの戦略を所与と

して行動することによって，傭報探索の費用は大

幅に削減されるであろう。

(13）ここで注意が必要なのは，情報を積極的に供

給する側のコストと，それを入手しようとする情

報需要側のコストが一致しないことである。なぜ

なら，情報の伝播には外部性が存在するからであ

る。しかし，重要な点として，情報入手のコスト

が低ければ低いほど，他の条件を所与として，認

知度は高くなると考えてよいであろう。

(14）この点において，心理学における「学習」の

意味は，広すぎるといわざるを得ない。心理学に

おいては，行為主体が無意識に獲得する習慣を

「学習」と呼ぶ場合がある。なお，本文第１図を模

型的に示せば，参考第２図のごとくである。

(15）二つの制度が，なぜ，それぞれの国で定着し

ているのか。それは歴史的な経路に依存するであ

ろうが，その歴史において，どちらの制度が効率

的であったかを確定することは困難であろう。歴

史的な条件は，仮説検定のためにコントロール不

可能だからである。また，適者生存の論理が，す

べてのIiII度にあてはまると考える根拠は，薄弱で

4，４ －１．１０ 0．０ 1０．－１ 

10,-1 0.0 －１．１０ 4．４ 
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あれば．「ほぼ予想どおり」をゼロとして，「81～

９０％」と「111～120％」を１，「80％以下」と

「121％以上」を２．とする序数的指標が考えられ

るかもしれない。

(21）オーダード・ロジット・モデルについては，

グリーン（Green，［１９９３］）第21章を参照され

たい。

(22）パールミュッター（Perlmutter,［1969]）の

いうエスノセントリックな行動パターンが発生す

る理由の一つは，ここにあると解釈できる。

参考第２図

知的活動の分類

[参考文献］

上山春平［1980］「プラグマティズムの哲学」上山春

平綱「パースジェイムズデューイ」中央公

論社．

小池和男・猪木武徳［1987］「人材形成の国際比較」

東洋経済新報社．

鈴村興太郎［1982］「経済計画理論」筑摩書房．

中小企業事業団悩報調査部［1985］「海外投資のため

のフイージビリテイ・スタディ・マニュアル（企

業化可能性調査)」中小企業事業団．

中小企業事業団情報調査部［１９９０］「海外進出企業の

フェイドアウト事例」中小企業事業団

日本在外企業協会［1991］「海外事業における撤退戦

略」日本在外企業協会．

日本輸出入銀行海外投資研究所編［1987］「海外投資

の知識』日本経済新聞社．

野中郁次郎［1990］「知識創造の経営一日本企業

のエピステモロジ－－」日本経済新聞社．

洞口治夫［1992］「日本企業の海外直接投資」東京大

学出版会．

洞口治夫［1997］「参入・退出と組織の再編成一アメ

リカにおける日系多国籍企業の事業継続と組織的

進化一」『三田学会雑誌」第90巻第２号，1997年

７月．

小野正人［１９９２］「対米投資でわかった「日本型経営」

の限界一現地子会社の業績悪化に苦しめられる

親会社一」「世界週報」1992年３月24日，２８～３３

ページ．

坂本真一・小野正人［1992］「多角化・海外投資の見

直しが始まった－リストラにならなかったリスト

ラ事業一」「エコノミスト」1992年11月３日．

一知的活動

ある。ある国の制度が，実際に効率的なものであ

るか否かを実証するには，仮に，それが可能であっ

ても膨大な時間とコストを必要とし，また，多く

の場合は実証不可能である。

(16）暗黙知の概念を経済分析の道具として用いた

議論としては，小池・猪木［１９８７］がある。形

式知と暗黙知について，それぞれの転換プロセス

を４象限に示したモデルとしては，野中・竹内

（NonakaandTakeuchi［1995］）がある。本稿

において議論しているように，将来の見通しが困

難であったり，その結果として新規事業を撤退す

るケースなどに議論を敬桁する場合，明示的な知

識と暗黙知との二分法は有効ではない。筆者は，

無知の果たす役割が，企業行動に決定的な影響を

与えると考える。

(17）パースは，減鐸と帰納という２分法に対慨さ

せて，推定（リトロダクションないしアブダクショ

ン）という仮説形成のプロセスを重視した。上山

［1980］を参照されたい。

(18）「海外進出企業総覧・国別編，1995年版」の

調査時点は1994年であるが，1995年に設立予定の

子会社についても，所在地，担当者などが記戦さ

れている場合があった。本調査では，それらのケー

スを含めた。

(19）まさに「見る前に，跳ぶ」意思決定過程が観

察されていることになる。

(20）かりに，プラスとマイナスの偏差が対称的で

Hosei University Repository



5６ 

Behrens，Ｗ､，ａｎｄ２Ｍ．Hawrank，［１９９１］ 

Ｍα几ｕｑＪノｂｒｔﾉtePrePa7aZiorzq／mdLLsZrial

Fmsi6iZib'SmdiesJ（newlyrevisedandex‐ 

pandededition)，Vienna：UnitedNationsIn‐ 

dustrialDevelopmentOrganizatioｎ． 

Daft,Ｒ、Ｌ､，andLenge１，Ｎ.Ｂ［1986］"organ‐

izationallnformationRequirements，Media 

RichnessandStructuralDesign，'，Manage‐ 

ｍｅｎｔScience，voL32，ｎｏ、５，ｐｐ､554-571．

Eiteman，Ｄ・KmStonehilLA.I.，andMoffett，

Ｍ､Ｈ､，［1995］Ｍ４Ｊｔｍａtjo"αZBusmessFi"α" 

ｃａ７ｔｈｅｄ.，Addison-Wesley、

Green,Ｗ､Ｈ，［１９９３］EconomeZ｢jcArzqbﾉsis， 

２ｎｄｅｄ.，PrenticeHalL 

Horaguchi，Ｈ，［１９９６］“ＴｈｅＲｏｌｅｏｆｌｎｆｏｒ‐ 

mationProcessmgCostastheFoundation 

ofBoundedRationalityinGameTheory，,， 

ＥＣＯ"omicsLeCters，vol､５１，ｐｐ､287-294． 

Polanyi，Michael.，［１９６６］ＴｿbeTczciZDime" 

sio几，London：Routledge＆KeganPaul

Ltd．（佐藤敬三訳「暗黙知の次元」紀伊国屋轡店，

1980年）

Nonaka，Ｉ.，andTakeuchi，Ｈ、，［１９９５］The

IbuolJuUedge-Q・eati几ｇＯｏｍＰａ几yJHbu）ｊｂｌＰｕ"

ｅｓｅＣｏｍｐａｍｅｓＣｒｅＱｔｅｔｈｅＤＷｕａｍｉｃｓｑ/ｈｍｏ‐ 

uaZioJD,OxfordUniversityPress．（梅本勝博訳

「知識創造企業」東洋経済新報社，1996年）

Perlmutter，Ｈ、ｖ､，［１９６９］“TheTortuous

EvolutionoftheMultinationalCorporation,，， 

ＣｏｌｕｍｂｉａｊｍＬｒ"αＵｑ/WO7ZdBuLsi几ＧＳＳ,ｎｏ､４，

January-February，ｐｐ、９‐１８，reprintedin

Batlett，ＯＡ・andGhoshal，Ｓ、，mrqns几α‐

〃o"αljMa几agemeJztfTe工Z，Ctzses，α"ｄＲｅａｄ‐

jngsmCross-Bo｢ｄｅｒＭｍｍｇｅｍｅ几t’２ｎｄｅｄ.，

ＩＲＷＩＮ，1995, 

Schelling,Ｔ､Ｃ､，［1960］、/ｉｅＳＺ７ｍｅｇｙｑ／ＣＯル

ノZict，Cambridge，Ｍａｓｓ：HarvardUniver‐

sityPress･ 

Simon，Ｈ、Ａ､，［1945］Ａｄｍｊ"istraZiueBどんαｕＺｏｒＪ

ＡＳｍｄｙｑ／Decisio"MmbmgProcessesjn 

Admi几isZratiDeOr3gaJuizatio几，NewYork：

ＦｒｅｅPress．（松田武彦・高柳暁・二村敏子訳

「経営行動一組織における意思決定プロセスの研究一」

ダイヤモンド社，1989年）

Simon，ＨＡ.，［1969］Ｔ/jeScZe几ｃｅｑ/theA7ti‐

βciロムTheMITPress．（稲葉元吉・吉原英樹訳

「新版・システムの科学」パーソナルメディア，

1987年）

［付記］本稿は，フルプライト若手研究員プログラ

ムおよび法政大学在ﾀNi)f究貝として，ハーバード

大学経済学部に客員研究員として滞在していた期

間に行ったアンケート調査に基づいている。回答

可能な質問項目の設定については，神鋼商事・秋

山雄一氏より貴重なアドバイスを受けた。また，

質問票の発送作業では、谷村正志氏の助力を得た。

記して感謝したい。本稿の作成にあたり，（財）全

国銀行学術研究振興財団からの研究助成を得た。

付表１オーダード・ロジットモデルに用いた変数の説明

sales…売上高。質問紙「売上高ないし総取引額は，どの程度Ｆ／Ｓでの予測を反映していますか。□予想を

大きく下回る（80％以下）□予想をやや下回る（81-91％）□ほぼ予想どおり（91-110％）□予想よりも，や

や好調（111-120％）□予想よりも，かなり好調（121％以上)」に対する回答。

Ｔｉｍｅ…ＦＳに要した調査期間。質問紙「４．調査に要した日時はどの程度ですか。断続的に行った場合は，

その鍛初の時期から最終調査までの期間をご回答下さい。□３ケ月未満□６ケ月未満□１年未満□２年未満□２

年以上」に対する回答。

cost…ＦＳに要した調査金額。質問紙「５．Ｆ／Ｓに要した費用はどの程度ですか。人件費など通常業務とし

て行った部分と，出張旅費等についての特別な業務の部分に分けてご記入下さい。通常業務（例：年俸1,000万

円の従業員１名が１年３ケ月＝1,250万円）□300万円未満□300万円-1,000万円□1,000-2,000万円□2,000万円-

5,000万円□5,000万円以上」に対する回答。

Stay…日本側従業員ＦＳ担当者のアメリカ滞在年数。質問紙「７．「日本側会社内部の従業員」がＦ／Ｓを担
当した場合，Ｆ／Ｓ担当者が当該会社を設立する以前に，アメリカに滞在した年数を合計すると，どのくらいに

なりますか。□６ケ月未満□１年未満□２年未満□３年未満□３年以上」に対する回答。
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Data…アンケート回答者のデータ重複の度合い。質問紙「８．Ｆ／Ｓを作成するうえで最も大切なことは何ですか。

重要度を－つお選び下さい。適切な資料・データを収集し，整理していること。□重要□やや重要□関係なし」に対

する回答。

Expr…アンケート回答者がアメリカ現地経験を正視する度合い。質問紙「８．Ｆ／Ｓを作成するうえで最も大切な

ことは何ですか。重要度を一つお選び下さい。アメリカ現地での経験に裏打ちされていること。□重要□やや重要□

関係なし」に対する回答。

付表２．オーダード・ロジット・モデルに用いた変数間の単純相関係数

Ｔｉｍｅ 

1.0000 

02385 

-0.0910 

0.0542 

ｑ0157 

-0.2151 

ｃｏｓｔ ｓｔａｙ Ｄａｔａ Expr 

Ｔｉｍｅ 

Ｃｏｓｔ 

Ｓｔａｙ 

Ｄａｔａ 

Ｅｘｐｒ 

Ｓａｌｅｓ 

1.0000 

-0.1085 

00870 

-0.0134 

0.2855 

1.0000 

-0.0052 

0.1182 

ｑ2639 

1.0000 

0.2776 

0.2075 

1.0000 

-0.1334 

付表３フィージピリティ・スタディの方法に関する実態調査

１．現在お勤めのアメリカ企業が操業開始する以前に，フイージビリテイ・スタディ（企業化調査，操業時収益

性の将来予想をした事前調査，以下「F／S」と略記）は行なわれましたか。

□はい□いいえ…その理由を以下にご記入下さい。

２．Ｆ／Ｓは文書として現在アメリカ子会社内にありますか。 □はい□いいえ

３．Ｆ／Ｓはどのような理由からもっとも必要だと考えられますか。重要さの程度を,それぞれ１つお選び下

さい。

重要やや重要関係なし

□事業の収益を予測する唯一の方法であるため□……………□……………ロ

ロ日本の親会社内部の関連部署を説得するため□……………□……………□

□銀行など社外の関連会社を説得するため□……………□….…….….□

□担当者が交替したときに，会社の概要を伝えるため□……………□……………□

□設立したアメリカ子会社の経営目標となるため□……………□……………□

４．調査に要した日時はどの程度ですか。断続的に行った場合は，その最初の時期から最終調査までの期間をご
回答下さい。

□３ケ月未満□６ケ月未満□１年未満□２年未満□２年以上

５．Ｆ／Ｓに要した費用はどの程度ですか。人件費など通常業務として行った部分と，出張旅費等についての特
別な業務の部分に分けてご記入下さい。

☆通常業務（例：年俸1,000万円の従業員１名が１年３カ月＝1,250万円）

□300万円未満□300万円-1,000万円□1,000万円-2,000万円□2,000万円－５，０００万円□5,000万円以上

☆出張旅費等（例：一回あたり100万円の出張を３回×２人＝600万円）

□300万円未満□300万円－１，０００万円□1,000万円-2,000万円□2,000万円-5,000万円□5,000万円以上

通常業務・出張旅費等，概算での合計万円
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6．誰がF／Ｓを行いましたか。該当するものすべてにＶ印をおつけ下さい。

□|房１本111Ⅱ本社内部の従業しル…………………･……………･……□|`１分自身
□アメリカ側子会社内部の従業員

□日本側本社と資本関係のある関述会社

□日本の商社，銀行，コンサルティング会社

□アメリカの貿易業者，銀行，コンサルティング会社
□その他

□ｎ分以外

7．「日本|ⅡＩ会社内部の従業L』」がＦ／Ｓを担当した場合，Ｆ／Ｓ担当者が当該会社を設立する以前に，アメリカ
に滞在した年数を合計すると，どのくらいになりますか。

□６カ月未iiMi□１年末ｉｌＩ１ｌｉ□２年未満□３年未ilMi□３年以｣２

８．Ｆ／Ｓを作成するうえで雌も大切なことは何ですか。愈要度を一つお選び下さい。

重婆やや重要関係なし

□適切な資料．データを収集し，雛理していること□……………□……………□
□アメリカ現地での経験に蕊打ちされていること□……………□･･･…………□

□会社の業務内容を理解していること□……………□……………ロ
ロ論理的に首尾一貫していること□……………□……………□
□信頼のおける取引先の'1'j報を使っていること□……………□……………□

9．現在の立地場所以外で操業する可能性についてＦ／Ｓを行いましたか。

□はい□いいえロ不U］

l()．立地選択にあたってはどのようにして情報を巣めましたか。談､l1するものすべてに1/印をおつけ下さい、

□事業に具体的に関連する取引先□JETRO

□商社などｎ本のコンサルティング会社ロアメリカ各州の投資誘致小務所
ロアメリカのコンサルティング会社 □投資先の商工会議所・役所
□ジョイント・ベンチャーの相手先

11．将来のバランス.シート（悩益計算111:，Ｐ／Ｌ）は，Ｆ／Ｓに予測されていますか。

□はい将来ｲi１年にわたって予測されていますか。年
、いいえ

12．売上iWjないし総取引額をγiI1Iする｣し体的根拠としてＦ／Ｓに記jlikされていたのはｲiilですか。該当するものす
べてに,/印をおつけ下さい。

□｢1本で取引のあった企業がすでに進出しており，その注文金額を合計

ロアメリカ国内取り|先からの引き合いを合計（需要|櫛報をヒアリング）

□過去におけるItI社の輪||}実績ないし販売・取引実績

□競争111手会社の過去の１１１に充実紙

□アメリカ市場における一人あたり製品充｣二i('1ｊ

□需要の価格iiii力性の算定などにもとづくifl髄経済学的予測

ロアメリカの1玉1内総生産（ＧＮＰ）のIIllぴなどのマクロ経済的データ

□特に根拠は考えられない（担当符以外は説Ⅲj不可能）
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13．売上高ないし総取引額は，どの程度Ｆ／Ｓでの予測を反映していますか。

□予想を大きく下回る（80％以下）

□予想をやや下回る（81-90％）

□ほぼ予想どおり（91-110％）

□予想よりも，やや好調（111-120％）

□予想よりも，かなり好調（121％以上）

14．予想を下回る場合，その最大の理由はどのようなものですか。重要度を一つお選び下さい。

重要やや重要関係なし

□需要が予想よりも少なかった□……………□……………ロ

□有力な競争相手先の影響□……………□……………□

□コスト・経費がかさんだ□……………□……………□

□マーケティングのチャンネルが作れなかった□……………□……………□

□親会社の経営政策に変更があった□……………□……………□

□為替レートの変化が大きかった□……………□……………□

□規制があり，手続きに時間がかかった□……………□……………□

□天候を含む自然条件の変化□.．………･…□……………□

15.Ｆ／Ｓでのコストの見積りと比較して，現実に大きく割高となっている費目についてお教え下さい。

むしろ割安予想どおりやや割高かなり割高大きく割高該当なし

（(＜100％）（100-110％）（111-130％）（131-150％）（＜151％)） 

人件費．給与部分□…………□…………□･…･………･□…………□□

人件費．付加給付部分□…………□…………□……………□…………□□

従業員の休日消化の多さ□…………□…………□……………□…………□ロ

無断欠勤者の代替費用□…………□･…･……･□……………□…………□□

原材料費の高さ□…………□…………□……………□…………□□

原材料の品質の低さによるロス□…………□…………□……………□…………□□

オフィスの賃借料・償却□．.……･…□…………□……………□…………□□

土地の賃借料・償却□…………□…………□……………□…………□□

事務機械の値段□…………□…………□……………□…………□□

日本人派遣社員の手当て□…………□…………□･…･……･…□…………□□

資金調達にともなう資本コスト□…………□…………□･……･……･□…………□□

税金□…………□…………□….．………･□…………□□

通信費・接待費（対日本本社）□…………□…………□……………□…………□□

16.Ｆ／Ｓでは為替レートの予測に何通りの状況を設定していますか。 通り

17.Ｆ／Ｓでの為替レートの予測値は，いくらでしたか。１ドル＝

18．為替レートの予測にあたってＦ／Ｓで具体的に参考にされている指標は，どのようなものですか。

□消饗者物価・卸売り物価

□経常収支

□公定歩合

□政府国債・財務省証券の価格，利回り

□為替の先物

□過去何年間かの為替レート水準のトレンド

□過去の営業実績での採算ベースとなった為替レート

□特に根拠は考えられない（担当者以外は説明不可能）
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19．現在の会社についての事業予測を，今後改めて行なう予定はありますか。

□ある□ない

－－－－●■■－－－－■■■Ⅱ■■■■■■■■■■■■■■￣■■■■■■－－Ⅱ■■－－－－－－－－■■■－U■■■■■－■■■￣■■■U■■■■■■■■－－■－－－－－－－－－－－Ｕ■■－－Ｕ■■■■■￣■■■■■■－－－－－－－■■■■■■-■■■■■■－■■■－－－－－－■■■■■■■■■-■■■－－－－－■■■－－－■■■－－－■■■ 

回答者氏名

連絡先

Ｔｅ1． Fax． 

ご協力ありがとうございました。

この解答用紙を同封の返信用封筒に入れて５月31日までにご投函下さい。
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